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付属資料 アンケート調査票

成果主義賃金制度実態調査

韓国労働研究院は人的資源管理、労使関係および労働市場に関する政策開発と研究を

目的として設立された政府出捐研究機関です。

本研究院では成果主義人事制度に関する設問調査を実施しています。

お忙しいとは思いますが、答えられた内容が貴重な政策資料として反映されることを

勘案され、お時間を割いていただき、ご協力くださいますよう、お願いいたします。特

にことわりのない場合、調査の回答時点は、2007 年 12 月末現在でお答えください。

貴社と貴方の持続的な発展と成長をお祈りし、改めて感謝を申し上げます。

2008 年 1 月

調査機関：韓国労働研究院（KLI）

＊ この調査についてご質問・ご意見などありましたら、下記までにお問い合

わせください。

調査代行・担当者：(株)メトリクス・コーポレーション研究１部

チョンソンア課長 (02-6244-0743)
設問紙返信先：ソウル江南区大峙洞 904-14 SW 発展センタービル２階

(株)メトリクス・実査部・資料調査チーム FAX：02-6242-0708

＊ この調査の結果は、統計法第 33 条により秘密が保障されます。なお、設問に対するすべ

ての回答と個人情報は完全に匿名として処理され、統計分析以外には絶対に使用されません。

電話番号 － － FAX 番号 － －

企業所在地 （〒 － ）

市(道) 区(市／郡) 同(面) 番地

応答者氏名 応答者所属部署・職位

直通電話番号 業種

労働組合の有無 □ １）有 労働組合の上部団体 □ １）韓国労総

□ ２）無 (労組のある場合のみ) □ ２）民主労総

□ ３）未加入
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問１ (従業員現況) 2007 年 12 月末現在、貴社の従業員は何人ですか。

注：非正社員とは、企業が直接雇用した期間制、パート、アルバイトなどを言います。

全体 男 女

正 社 員

非正社員

問２ 貴社では、過去５年間、人材マネジメントをおこなう上で、どのような点を重視して

きましたか。あてはまるものすべてに○をしてください。

注：設立５年未満の企業の方は、「設立後、現在まで」の状況についてお答え下さい。

①新規学卒者の定期採用

②非正社員、外部人材（派遣・請負など）の活用

③人件費の柔軟化

④仕事の成果や結果により、従業員の処遇や評価に差をつけること

⑤従業員全体の能力向上を目的とした教育訓練の実施

⑥一部の従業員を対象とした、選抜的な教育訓練の実施

⑦同期入社社員の昇進・昇格に差をつける

⑧管理職キャリアと専門職キャリアの明確な区別

⑨部課長層の人数削減

⑩経営幹部育成のための特別なプログラムの実施

⑪ CDP(キャリア・デベロップメント・プログラム)などによる従業員のキャリ

ア開発支援

⑫従業員が仕事と家庭生活を両立できるために環境を整備すること

⑬従業員の精神的健康（メンタルへルス）への配慮

⑭女性管理職の育成・登用

⑮法定の障害者雇用率の達成

⑯労働組合や従業員代表と経営トップとのコミュニケーション

⑰経営目標や経営理念の社員への伝達

⑱その他

問２-１ 上記の項目のうち、貴社が過去 5 年間最も重視して来た項目は何ですか。

( ) 番

問３ 貴社では、今まで、正社員の雇用保障について、どのようにお考えですか。

①できるだけ多くの従業員を対象に、雇用を保障して来た。

②対象者を限定したうえで、雇用を保障して来た。

③雇用保障は、経営における優先的な課題ではなかった。

問３-１ 貴社では、今後、正社員の雇用保障について、どのようにお考えですか。

①雇用保障は、今後もできるだけ多くの従業員を対象に維持していきたい。

②雇用保障は、対象者を限定したうえで維持していきたい

③雇用保障は、経営における優先的な課題ではない
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問４ (人材ポートフォリオ)貴社では、正社員がどのように構成されていますか。従業員数

あるいは割合をご記入してください。

従業員数 割合

(1) 経理、法務、財務、研究開発など、特定の領域の専門家と呼べる人材

(2) 事務・管理部門で、もっぱら定型的業務に従事する人材

(3) 生産現場などで、高度な技能を発揮する人材

(4) 生産現場などで、もっぱら定型的業務に従事する人材

全 体 名 100％

問５ (人材ポートフォリオの見通し)貴社の正社員の中に、次の(1)～(4)で例示されている

ような人材グループに該当する者がいる場合、こうした人材の雇用に関して、将来的

にどういう見通しをお持ちですか。

今後の人数の増減 今後最も力を入れていきたい確保の方法

(1) 経理、法務、財務、 ①増やす ①新卒正社員の採用

研究開発など、特定の領 ②現状維持 ②正社員の中途採用

域の専門家と呼べる人材 ③減らす ③契約社員の採用

④該当人材がいない ④派遣やアウトソース等の活用

⑤その他

⑥該当する人材がいない

(2) 事務・管理部門で、 ①増やす ①新卒正社員の採用

もっぱら定型的業務に従 ②現状維持 ②正社員の中途採用

事する人材 ③減らす ③契約社員の採用

④該当人材がいない ④派遣やアウトソース等の活用

⑤ その他

⑥ 該当する人材がいない

(3) 生産現場などで、高 ①増やす ①新卒正社員の採用

度な技能を発揮する人材 ②現状維持 ②正社員の中途採用

③減らす ③契約社員の採用

④該当人材がいない ④派遣やアウトソース等の活用

⑤ その他

⑥ 該当する人材がいない

(4) 生産現場などで、も ①増やす ①新卒正社員の採用

っぱら定型的業務に従事 ②現状維持 ②正社員の中途採用

する人材 ③減らす ③契約社員の採用

④該当人材がいない ④派遣やアウトソース等の活用

⑤ その他

⑥ 該当する人材がいない

問６ 貴社の基幹事業において、(1)～(3)の非正社員それぞれの人材グループが果たしてい

る役割が何だとお考えですか。あてはまるものすべてに○をしてください。

①人件費削減の ②一定以上の技能や ③正社員の仕事も ④予期せぬ雇用量の変 ⑤該当者が

ために不可欠な 知識などを有してい 代替可能な存在 動や短期的必要に応じ ない

存在 る点で不可欠な存在 るために不可欠な存在

(1)パート ① ② ③ ④ ⑤

(2)契約社員 ① ② ③ ④ ⑤

(3)派遣社員 ① ② ③ ④ ⑤
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問７ 貴社では、従業員の評価に関して、どのような施策を実施していますか。あてはまる

ものすべてに○をしてください。

①人事考課制度

②目標管理制度

③コンピテンシー（行動評価）の活用

④評価結果の本人への開示

⑤評価結果の全社員への公表

⑥考課者訓練

⑦評価に関する苦情処理制度(異議申請)

⑧ 360 度評価などの多面的評価制度

⑨評価結果の分布規制(下記の説明参考)

⑩絶対評価

⑪その他

注：評価結果の分布規制は、A10 ％、B30 ％、C40 ％、D20 ％などで分布を強制する

ことを意味します。

問８ 貴社では過去５年間、下記のような賃金制度の改革を実施しましたか。また、今後ど

のような改革を実施する予定ですか。あてはまるものすべてに○をしてください。

a.過去 5 年間、実施 b.今後実施する予

したもの 定のもの

（すべてに○） （すべてに○）

基 (1) 年俸制の導入 ①はい ②いいえ ①あり ②なし

本 (2) 定期昇給の縮小・廃止 ①はい ②いいえ ①あり ②なし

給 (3) 年齢給の縮小・廃止 ①はい ②いいえ ①あり ②なし

(4) 昇給幅の拡大 ①はい ②いいえ ①あり ②なし

(5) 業績給・成果給の導入 ①はい ②いいえ ①あり ②なし

(6) 職務給・役割給などの導入 ①はい ②いいえ ①あり ②なし

(7) 能力給部分の拡大 ①はい ②いいえ ①あり ②なし

(8) 市場の賃金水準や相場との連動を強化 ①はい ②いいえ ①あり ②なし

(9) 家族手当等の生活手当の基本給組み入れ ①はい ②いいえ ①あり ②なし

賞 (10)個人業績と連動する部分の拡大 ①はい ②いいえ ①あり ②なし

与 (11)事業部など部門別業績賞与の導入 ①はい ②いいえ ①あり ②なし

金 (12)プロジェクト成功報酬など一時金・報奨 ①はい ②いいえ ①あり ②なし

金制度の導入・拡大

(13)企業業績と賞与の連動を強化 ①はい ②いいえ ①あり ②なし

(14)ストックオプションの導入 ①はい ②いいえ ①あり ②なし

退 (15)退職金の累進制廃止 ①はい ②いいえ ①あり ②なし

職

金
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問９ 貴社では、過去５年間、職能資格制度の導入・変更又は廃止を実施したことがありま

すか。

① 職能資格制度の変更 → 問 9-1 に進みください。

② 職能資格制度の廃止 → 問 10 に進みください。

③ 職能資格制度の変更・廃止はおこなっていない

④ 現在まで職能資格制度を導入したことがない → 問 9-2 に進みください。

問９-１ 実施した職能資格制度の変更内容はどういうものですか。あてはまるものすべてに

○をしてください。

① 資格要件の明確化

② 等級数の増加

③ 等級数の減少

④ 滞留年数の廃止や縮小

⑤ 昇給・昇格の定員数や人数枠の導入

⑥ その他（ ）

問９-２ 現在まで職能資格制度を導入したことがなかったけど、今後導入する予定があり

ますか。

①はい ②いいえ

問 10 貴社では年齢や勤続よりも、仕事の成果や業績を重視するような成果主義人事制度

を導入していますか。

注：成果主義とは個人の業績や成果によって賃金に差等をおく制度を言います。

①はい、 年 ②いいえ（→問 14 に進みください）

問 11 貴社で導入している成果主義人事制度の対象となっているのは次のどの層ですか。

あてはまる層すべてに○をしてください。

①社長や役員などの経営トップ層

②部長層

③課長層

④係長・主任層

⑤一般職員層

⑥パートタイマー・アルバイト層

⑦その他（具体的に： ）

問 11-1 貴社で導入している成果主義人事制度の対象となっているのは次のどの職種です

か。あてはまる職種すべてに○をしてください。

①管理職

②技術職・準専門職

③事務職

④サービス・営業職

⑤生産職

⑥単純労務職
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問 12 貴社が成果主義人事制度を導入したのはなぜですか。あてはまる項目すべてに○を

してください。

①賃金における勤続部分の縮小または廃止のため

②労働時間で従業員の生産性を測ることが難しくなったため

③人件費削減のため

④会社の業績に合わせて人件費を柔軟に調整していくため

⑤従業員のやる気を引き出すため

⑥従業員個々人の目標を明確にするため

⑦評価・処遇制度の納得性を高めるため

⑧経営トップの強い意向があったため

⑨多くの会社が導入しているため

⑩その他（具体的に： ）

問 13 貴社で成果主義人事制度を運用していく上で、課題と考えられているのはどのよう

な点ですか。あてはまる項目すべてに○をしてください。

①評価の制度や手続きが複雑になりすぎている

②管理部門など、成果の測定が困難な部署がある

③業績の良い部門とそうでない部門で、従業員の評価に大きな差が出る

④個人の目標が重視され、部門や会社全体の目標が意識されにくくなる

⑤評価者によって、従業員の評価がばらつく

⑥従業員が、成果の出にくい仕事に取り組まない

⑦仕事の進め方や、取り組み姿勢等プロセスが評価されない

⑧その他（具体的に： ）

⑨特に課題はない

問 14 貴社では、同一部門・課長レベルの正社員の間で、他の条件(学歴、勤続年数、担当

業務など)が同じか類似な場合においても、人事考課によって年収にどのくらいの格

差をつけていますか。(1)制度上ありうる年収格差と、(2)実際の年収格差について、

人事考課点数の中間値の賃金を 100 としたとき、最低・最高のレベルがおおよそど

の程度になるか、指数でお答え下さい。

管理職 一般社員

(1)制度上の格 最高 ( ) 最高 ( )

差 平均 100 平均 100

最低 ( ) 最低 ( )

(2)実際の格差 最高 ( ) 最高 ( )

平均 100 平均 100

最低 ( ) 最低 ( )

問 15 同一部門・課長レベルの正社員の、実際の年収格差は、評価点数によって過去５年

間でどのように変化していますか。

① 広がった ② 変わらない ③ 縮まった
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問 16 貴社では、課長レベルの正社員の年収について、今後どのようにしていこうとお考

えですか。

拡大する 現状維持 縮小する

(1) 個人業績に応じて変動する部分 ① ② ③

(2) 部門業績に応じて変動する部分 ① ② ③

(3) 会社業績に応じて変動する部分 ① ② ③

(4) 社員間の賃金格差 ① ② ③

問 17 貴社では成果分配制を導入していますか。あてはまる項目に○をしてください。

① 実施している → 問 17-1、問 18、問 18-1、問 19 へ進みください

② 実施の準備をしている → 導入予定年度 年

③ 後に導入するつもりである

④ 導入するつもりはない

注：成果分配制とは、企業・工場及び部署単位の経営成果が目標値を上回る場合、そ

の一定の部分を、従業員に現金・株・福祉基金などのかたちで分配する集団的成

果金のことを言います。

問 17-1 貴社で実施している成果分配制は、どのような内容ですか。あてはまる項目に○

をつけてください。

適用単位 適用従業員比重 成果分配 成果分配金規模 個人別分配 退職金を 運営方式 (該当する(2) (3)

算定式 基準 含む すべての項目に○)(1)

①会社全体 ①50％未満 ①あり ①50％未満 ①均等支給 ①はい ①固定賞与(事前固定)

②事業部 ②50-70％未満 ②なし ②50-100％未満 ②給与比例 ②いいえ ②特別賞与(事前固定)

③部署 ③70-90％未満 ③100-200％未満 ③評価差等 ③特別賞与(事後連動)

④90％以上 ④200％以上 ④賞与金以外の財源

注(1)成果分配算定式有無とは、目標値の達成程度別に成果分配金を決める算定式がある

かどうかのことを言います。(例えば、売り上げ目標達成の際、成果分配 ％

等)

(2)成果分配金の規模とは、月々の通常賃金対比一人当たりの年間成果分配金のことを

言います。(前年度の成果分配金を基準とし、万一、前年度に成果分配がなかった場

合においては、過去 3 年間の平均値を基準として応答してください。)

(3)運営方式で、①固定賞与とは、決められていた固定賞与金を、成果を評価して差等

支給する方法のことをいい、②特別賞与とは、決められていた特別賞与金を、成果

を評価して差等支給することをいい、③事後連動特別賞与とは、後で成果を評価し、

特別賞与金という名目で差等支給すること、④賞与金以外の財源とは、固定・特別

賞与金と関係なく、経営成果によって成果分配金を追加して支給することをいいま

す。
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問 18 貴社では、どのような目標基準に従って成果分配を決めますか。あてはまる項目す

べてに○をしてください。

①売上高

②売上利益

③営業利益

④経常利益

⑤純利益

⑥付加価値(生産性)

⑦費用削減

⑧品質

⑨ EVA(営業利益－税金－資本費用)

⑩その他

問 18-1 貴社に、成果分配算定式があるなら、具体的にどのように算定していますか。

(例) 営業利益率 ％⇒成果分配支給率 ％、営業利益率 ％増加

ごとに成果分配支給率 ％増加など

問 19 成果分配制の実行結果を評価し制度を改善するため、労使がどんな方法で協議して

いますか。

①特別な協議を行っていない

②労使協議会で協議する

③団体交渉で協議する

④別途の協議会を設ける

⑤その他

問 20 下記にあげる項目のうち、貴社で現在実施している施策すべてに○をして下さい。

また、今後も継続あるいは新たに始める予定の施策すべてに○をして下さい。

現在実施している 今後も継続あるいは新

たに始める予定である

(1) 年齢や勤続にしばられない部課長層への登用 ①はい ②いいえ ①あり ②なし

(2) 経営幹部層の外部からの採用 ①はい ②いいえ ①あり ②なし

(3) 降格人事 ①はい ②いいえ ①あり ②なし

(4) 昇進競争における敗者復活 ①はい ②いいえ ①あり ②なし

(5) 自己申告・社内公募など従業員の意向に配慮した異動 ①はい ②いいえ ①あり ②なし

(6) 部課長など管理職の中途採用 ①はい ②いいえ ①あり ②なし

(7) 子会社や関連会社の経営を強化するための出向・転籍 ①はい ②いいえ ①あり ②なし

(8) 一度離職した従業員を正社員として再雇用 ①はい ②いいえ ①あり ②なし

(9) 定年以降の従業員の雇用継続・再雇用 ①はい ②いいえ ①あり ②なし

(10) 非正社員の正社員への登用 ①はい ②いいえ ①あり ②なし
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問 21 貴社では、人事機能や人事部門が、社内でどのように位置づけられていますか。以

下のうち、貴社にあてはまると思われるものすべてに○をしてください。

①主に、人事・労務に特有な仕事や役割を遂行するよう、求められている

②経営戦略を実行し、達成するために必要な人事制度や施策を開発することを求め

られている

③長期的な人材育成のために必要なシステムやプログラムを開発することを求めら

れている

④経営戦略の構築や企業ビジョンを描く過程から参画することを求められている

問22 過去5年間、貴社の経営状況はどのように変化して来ましたか。あてはまる項目にチェック

を入れてください。

１ 上昇傾向 ２ 高位安定 ３ 下降後、上昇 ４ 上下の変動大

５ 上昇後、下降 ６ 低位安定 ７ 下降傾向

問 23 次にあげる項目について、同業種・同規模の他社と比較すると、貴社は過去５年間、

どの程度の成果をあげていますか。(1)～(3)のそれぞれの項目についてあてはまる番

号を１つ選び、○をしてください

相当上回る やや上回る ほぼ同じ程度 やや下回る 相当下回る

(1) 売上高 ① ② ③ ④ ⑤

(2) 生産性 ① ② ③ ④ ⑤

(3) 利益率 ① ② ③ ④ ⑤
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問 24 貴社で業績を評価する際、下記にあげる(1)～(7)の項目のなかで、①現在最も重視

している項目、②過去５年間で重視度が最も高まった項目、③今後５年間で最も重

視していきたい項目は何ですか。それぞれ番号をご記入ください。

(1)売上高や市場シェアなど、規模の成長性を示す指標

(2)営業利益や経常利益など、収益力を示す指標

(3)ＲＯＡ（総資産利益率）など、資産活用の効率性を示す指標

(4)ＲＯＥ（株主資本利益率）など、株主資本の効率性を示す指標

(5)ＥＶＡ（経済的付加価値）やキャッシュフローなど、残余利益を示す指標

(6)顧客満足度を示す指標

(7)その他

（具体的に： ）

①現在最も重視している項目・・・・・・・・・・・・・・・・・・・□

②過去５年間で、重視度が最も高まった項目・・・・・・・・・・・・□

③今後５年間で、最も重視していきたい項目・・・・・・・・・・・・□

問 25 貴社の主要事業の分野では、過去５年間、技術革新や製品開発のスピードがそれま

でと比べて、どのような状況でしょうか。あてはまる番号を１つ選び、○をしてくだ

さい。

非常に速くなった やや速くなった ほとんど変わらない やや遅くなった 非常に遅くなった

① ② ③ ④ ⑤

問 26 貴社の主要事業においては、過去５年間、国内および海外企業との競争がそれまで

と比べて、どのような状況でしょうか。

非常に激しかった やや激しかった どちらともいえない やや緩和された 非常に緩和された

① ② ③ ④ ⑤

問 27 貴社の主要事業において、今後の事業構成や事業内容について、不確実な要素がど

の程度ですか。

非常に多い やや多い どちらともいえない それほど多くない ほとんどない

① ② ③ ④ ⑤
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問 28 貴社では過去５年間、次のような事業再編・組織再編を実施しましたか。あてはま

るものすべてに○をしてください。

①他企業との経営統合

②事業の買収や合併（Ｍ＆Ａ）

③事業の売却・営業譲渡・廃止

④生産拠点の海外移転

⑤本社機能の縮小

⑥社内組織のフラット化

⑦カンパニー制の導入・社内分社化

⑧支店・支社・事業所の再編

⑨子会社・関連会社の再編（設立または統廃合）

⑩子会社の 100 ％子会社化

⑪その他（ ）

注：子会社の 100 ％子会社化とは、子会社の持ち分を 100 ％に拡大すること。

問 29 貴社では過去５年間、企業経営において、以下にあげる項目をどの程度重視してき

ましたか。(1)～(17) のそれぞれの項目について、あてはまる番号を１つ選び○をつ

けてください。

重視してきた どちらともい 重視してこな

えない かった

(1) 既存事業の強化・拡大 ① ② ③

(2) 新規事業分野への進出 ① ② ③

(3) 不採算事業の積極的な整理・撤退 ① ② ③

(4) 執行役員制の導入などのガバナンス改革 ① ② ③

(5) 経営活動のグローバル化 ① ② ③

(6) 業務のアウトソーシング化 ① ② ③

(7) 間接部門のコスト削減 ① ② ③

(8) 有利子負債や不良債権の処理 ① ② ③

(9) 株主価値の上昇 ① ② ③

(10) 新技術や新商品の開発 ① ② ③

(11) 製品やサービスの価格削減 ① ② ③

(12) 競合する製品やサービスとの差別化 ① ② ③

(13) 研究開発スピードの改善 ① ② ③

(14) 取引企業との関係の見直し ① ② ③

(15) 顧客満足の一層の向上 ① ② ③

(16) 新規顧客の開拓 ① ② ③

(17) 企業の社会的責任(CSR) コンプライアンス ① ② ③
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問 30 貴社では、経営に関する重要な意思決定は、通常どのような形でおこなわれますか。

あてはまるもの１つに○をしてください。

①トップダウン的

②どちらかといえばトップダウン的

③どちらかといえばボトムアップ的

④ボトムアップ的

問 31 次にあげる利害関係者のうち、貴社の経営に対する発言権が実質的に強い順に２つ

まで選んで「現在」の空欄に選択肢の番号を記入してください。

また、今後５年間で発言権が強くなると思われるのはどれですか。強い順に２つまで

選んで「今後」の空欄に選択肢の番号を記入してください。

① 国内の機関投資家

② 個人投資家（一般株主） 現在 第１位 □

③ 外国人投資家

④ 社長などの会社の経営陣 第２位 □

⑤ 取締役会

⑥ メインバンクなどの主要取引銀行 今後 第１位 □

⑦ 親企業やグループ企業

⑧ 部課長層などの管理職 第２位 □

⑨ 労働組合や従業員の代表

⑩ その他 （具体的に： ）

問 32 貴社では、過去５年間の仕事や職場において、下記にあげる変化がありましたか。

(1)～(11)のそれぞれの項目についてあてはまる番号を１つ選んで○をしてください。

該 当 変化なし 非該当

(1) 部門を越えた社員間のコミュニケーションが活発になった ① ② ③

(2) 社内における意思決定のスピードが上がった ① ② ③

(3) 仕事の進め方において社員の裁量が増大した ① ② ③

(4) 進捗管理が厳しくなった ① ② ③

(5) 社員の間での競争意識が高まった ① ② ③

(6) 従業員の仕事に対する意欲が高まった ① ② ③

(7) 職場で協力し合う雰囲気がなくなった ① ② ③

(8) 仕事のできる人に仕事が集中するようになった ① ② ③

(9) 残業が増えるなど、労働時間が増加した ① ② ③

(10) 精神的ストレスを訴える社員が増加した ① ② ③

(11) 自己都合で離職する社員が増加した ① ② ③
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